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平成 17 年 9 月期  個別中間財務諸表の概要      平成１７年５月２０日 
会  社  名   東北化学薬品株式会社        上場取引所   JASDAQ 
コ ー ド 番 号           ７４４６                            本社所在都道府県 
（ＵＲＬ http://www.t-kagaku.co.jp）          青森県 
代  表  者   役  職  名  代表取締役社長 

氏    名 東 康夫 
問い合わせ先    責任者役職名 取締役管理グループ統括部長     
          氏    名 工藤 幸弘      ＴＥＬ（０１７２）３３－８１３１ 
決算取締役会開催日       平成１７年５月２０日                     中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日       平成  －年－月 －日               単元株制度採用の有無 有（１単元 1000 株） 

 

１．17 年 3 月中間期の業績(平成 16 年 10 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

(1)経営成績 

 売 上 高 営業利益 経常利益 

 
17年 3月中間期 
16年 3月中間期 

百万円   ％
    ８，７２１ (  ３．４)

８，４３７ (△ ３．５)

百万円   ％
        １７１ ( １４．３) 

        １４９ (△３３．２)

百万円   ％
 １９０（ ２０．９）

１５７（△３４．１）

16 年 9 月期 １７，０３５   ２６６ ２７７ 

 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 
17年 3月中間期 
16年 3月中間期 

百万円   ％
    ９４（ ４７．２）

    ６３（△４５．８）

      円    銭
２０    ６２

１４    ０１

16 年 9 月期  １２６ ２７    ７７

 (注)①期中平均株式数    17 年 3 月中間期 4,566,800 株    16 年 3 月中間期 4,566,804 株   16 年 9 月期 4,566,802 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
17年 3月中間期 
16年 3月中間期 

円  銭 
０  ００ 
０  ００ 

円  銭
――――― 
――――― 

16 年 9 月期 ―――――      １５ ００

（注）16 年 9 月期期末配当金の内訳  普通配当 15 円 00 銭  

(3)財政状態 
 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
17年 3月中間期 
16年 3月中間期 

百万円 
８，６２９ 

８，４１１ 

百万円
４，０２４

３，９５３

％ 
４６．６ 

       ４７．０ 

円   銭
８８１  ２０

８６５  ７０

16 年 9 月期 ８，１００ ３，９７９ ４９．１ ８７１  ５０

 (注)①期末発行済株式数  17 年 3 月中間期 4,566,800 株   16 年 3 月中間期 4,566,800 株    16 年 9 月期 4,566,800 株 

   ②期末自己株式数   17 年 3 月中間期     3,200 株  (16 年 3 月中間期    3,200 株)   (16 年 9 月期   3,200 株) 

 

２．17 年 9 月期の業績予想(平成 16 年 10 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期 末  

通  期 
百万円 

１８，０００ 

百万円

３７０

百万円

１８５

円 銭 

 １５ ００ 

円 銭

 １５ ００

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)４０円５１銭 

（注）当資料に掲載している見通しの数値は、当社が現在入手可能な情報から判断したものであり、経済情勢などの動向に

より変動する場合がありますのでご承知おき下さい。 
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９．中間財務諸表等 
（１）中 間 貸 借 対 照 表 
                                  （単位：千円 千円未満切捨） 

前 中 間 期 
（平成 1６年３月３１日現在） 

当 中 間 期 
（平成 1７年３月３１日現在） 

前      期 
（平成 1６年９月３０日現在）

     期  別 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

（資 産 の 部）  ％  ％ ％

流   動   資   産      

現 金 及 び 預 金 ※2 490,771
 

886,075  500,878

受 取 手 形  694,098
 

655,806  723,087

売 掛 金  3,726,959
 
3,593,486  3,579,272

た な 卸 資 産  612,188  640,733  515,644

そ の 他  67,989  52,884  76,793

貸 倒 引 当 金  △  2,222  △  5,919  △  2,158  

流 動 資 産 合 計  5,589,786 66.5 5,823,066 67.5 5,393,518 66.6

固  定  資  産      

有 形 固 定 資 産 
※1

※2
     

建 物  429,011  412,391  416,701

土 地  1,195,309  1,195,309  1,195,309

そ の 他  176,387  171,903  174,094

有形固定資産合計  1,800,708 21.4 1,779,604 20.6 1,786,106 22.1

無 形 固 定 資 産 11,646 0.1 9,031 0.1 10,357 0.1

投資その他の資産     

差 入 保 証 金  379,118 352,127  325,318

投 資 有 価 証 券 ※2 467,767 498,544  410,269

そ の 他  170,268 202,926  191,238

貸 倒 引 当 金  △  8,080 △ 35,940  △ 16,734

投資その他の資産合計  1,009,074 12.0 1,017,658 11.8 910,091 11.2

固 定 資 産 合 計  2,821,430 33.5 2,806,293 32.5 2,706,554 33.4

資 産 合 計 8,411,216 100.0 8,629,360 100.0 8,100,073 100.0
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（単位：千円 千円未満切捨） 

前 中 間 期 
（平成 1６年３月３１日現在） 

当 中 間 期 
（平成 1７年３月３１日現在） 

前      期 
（平成 1６年９月３０日現在） 

 

 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

 ％ ％ ％

（ 負  債  の  部 ）  

流 動 負 債   

 支 払 手 形 ※2 545,759 505,256  598,007

 買 掛 金 ※2 3,496,614 3,684,491  3,166,018

 未 払 法 人 税 等  85,411 108,979  55,715

 賞 与 引 当 金  31,000 28,000  28,000

 そ の 他  122,026 107,195  93,894

 流 動 負 債 合 計  4,280,812 50.9 4,433,923 51.4 3,941,635 48.7

固 定 負 債  

 退 職 給 付 引 当 金  46,225 37,199  42,619

 役員退職慰労引当金  124,674 127,967  129,841

 繰 延 税 金 負 債  25 －  －

 そ の 他  6,000 6,000  6,000

 固 定 負 債 合 計  176,925 2.1 171,167 2.0 178,461 2.2

負 債 合 計 4,457,737 53.0 4,605,090 53.4 4,120,096 50.9

（資  本  の  部）  

資 本 金  753,700 9.0 753,700 8.7 753,700 9.3

資 本 剰 余 金  814,400 9.7 814,400 9.4 814,400 10.0

利 益 剰 余 金  2,277,669 27.0 2,366,156 27.4 2,340,509 28.9

その他有価証券評価差額金 ※３ 109,181 1.3 91,484 1.1 72,838 0.9

  3,954,950 4,025,740  3,981,448

自 己 株 式  △   1,471 △0.0 △   1,471 △0.0 △   1,471 △0.0

資 本 合 計 3,953,478 47.0 4,024,269 46.6 3,979,976 49.1

負 債 及 び 資 本 合 計 8,411,216 100.0 8,629,360 100.0 8,100,073 100.0
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（２）中 間 損 益 計 算 書 
                                      （単位：千円 千円未満切捨） 

前中間期 
自平成１５年１０月１日

至平成１６年３月３１日

当中間期 
自平成１６年１０月１日 

至平成１７年３月３１日 

前  期 
自平成１５年１０月１日

至平成１６年９月３０日

期  別 

 

 

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

  ％ ％ ％

売 上 高 8,437,760 100.0 8,721,568 100.0 17,035,753 100.0

売 上 原 価 7,505,487 89.0 7,747,096 88.8 15,202,310 89.2

売 上 総 利 益 932,272 11.0 974,471 11.2 1,833,443 10.8

販売費及び一般管理費 782,338 9.2 803,150 9.2 1,567,224 9.2

営 業 利 益 149,934 1.8 171,321 2.0 266,218 1.6

営 業 外 収 益 10,594 0.1 19,821 0.2 19,379 0.1

営 業 外 費 用 2,694 0.0 318 0.0 8,587 0.1

経 常 利 益 157,834 1.9 190,823 2.2 277,010 1.6

特  別  利  益 ※1 － －  10,885 0.1

特 別 損 失 ※2 15,270 0.2 405 0.0 15,474 0.1

税引前(中間)当期純利益 142,564 1.7 190,417 2.2 272,422 1.6

法人税、住民税及び事業税 86,576 1.0 104,832 1.2 154,314 0.9

法 人 税 等 調 整 額 △   7,990 △0.1 △   8,563 △0.1 △   8,710 △0.0

中間 (当期 )純利益 63,978 0.8 94,148 1.1 126,818 0.7

前 期 繰 越 利 益 68,690 67,007  68,690

中間(当期)未処分利益 132,669 161,156  195,509

     

 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 
 

  該当事項はありません 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

① 子会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

① 子会社株式 

同左 

② その他有価証券 

 時価のあるもの 

     中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

② その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

 時価のあるもの 

     決算末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

 時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

(2) たな卸資産 

総平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備は

除く)については、定額法によって

おります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用分)につい

ては、社内における見込利用可能

期間(５年以内)による定額法 

(2) 無形固定資産 

      同左 

(2) 無形固定資産 

        同左 

(3) 長期前払費用 

均等償却によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収

の可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため支給見込額に基づ

き計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しており

ます。 

また、数理計算上の差異は、各期

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により翌会計年度から費

用処理することにしております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため当

期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、計上し

ております。 

 また、数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により翌会計

年度から費用処理することにして

おります。 
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前中間会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

同左 

５ その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

同左 
  
 

 

追加情報 
 

前中間会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

 

 

 

 

 

「地方税法等の一部を改正する法律」

(平成15年法律第９号)が平成15年３月

31日に公布され、平成16年４月１日以

後に開始する事業年度より外形標準課

税制度が導入されたことに伴い、当中

間会計期間から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」(平成16

年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理費がま

る４百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益が、４百万円

減少しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間末 
（平成 1６年３月３１日現在） 

当中間会計期間末 
（平成 1７年３月３１日現在） 

前事業年度末 
（平成 1６年９月３０日現在） 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 
       ７９６，１４２ 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 
       ８３０，４９８

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

８１５，６１６ 

２ 担保に供している資産 

預    金     ５，０００ 

投資有価証券     ６，０７０ 

土    地    ５３，５３４ 

   計       ６４，６０４ 

上記に対応する債務 

支 払 手 形      ３５，８４２ 

買   掛   金     ３８５，６７４ 

   計     ４２１，５１６ 

２ 担保に供している資産 

預    金     ５，１００

投資有価証券     ７，７８１

土    地    ５３，５３４

   計       ６６，４１５

上記に対応する債務 

支 払 手 形       ６，０９１

買   掛   金     ３３６，９０５

   計     ３４２，９９７

２ 担保に供している資産 

預    金      ５，０００

投資有価証券      ５，６２０

土    地    ５３，５３４

   計        ６４，１５４

上記に対応する債務 

支 払 手 形       ３，１２５

買   掛   金     ３１１，６４６

   計     ３１４，７７１

 

 

  ３ 商法第 290 条第 1 項第 6 号に規定

されている時価を付したことによ

り増加した純資産の額は、７２，

８３８千円であります｡ 
 

                       

（中間損益計算書関係） 

（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間 

自平成１５年１０月１日 

至平成１６年３月３１日 

当中間会計期間 

自平成１６年１０月１日 

至平成１７年３月３１日 

前事業年度 

自平成１５年１０月１日 

至平成１６年９月３０日 

  

 

１ 特別利益の主要項目 

  投資有価証券売却益１０，８８５

２ 特別損失の主要項目 

  前期損益修正損  １３，６００ 

  会員権評価損    １，１９９ 

２ 特別損失の主要項目 

  固定資産除却損     ４０５

２ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損     ６７３

会員権評価損    １，１９９

前期損益修正損  １３，６００

 

 

 

 



（東北化学薬品） 

8 

（リース取引関係） 

（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間期 

自平成１５年１０月１日 

至平成１６年３月３１日 

当中間期 

自平成１６年１０月１日 

至平成１７年３月３１日 

前  期 

自平成１５年１０月１日 

至平成１６年９月３０日 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

 

 
什 器 

備 品 
  

取 得 

価 額 

相 当 額 

232,427

減価償却

累 計 額 

相 当 額 
129,444

中間期末

残 高 

相 当 額 
102,983

 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内        37,782 

１  年  超        65,200 

     計           102,983 
なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

 

 
什 器

備 品
  

取 得

価 額

相当額

202,605

減価償却

累 計額

相当額
103,401

中間期末

残 高

相当額
99,203

 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内        38,706 

１  年  超        60,496 

     計           99,203 
なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

 
什 器 

備 品 
  

取 得 

価 額 

相 当 額 

187,293

減価償却

累 計 額 

相 当 額 
84,940

期 末 

残 高 

相 当 額 

102,352

 

未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内       36,322 

１  年  超       66,030 

     計              102,352 
なお、取得価額相当額及び未経過リース

料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高の有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

支払リース料及び減価償却費相当額 

                22,179 

支払リース料及び減価償却費相当額 

                        19,666 

支払リース料及び減価償却費相当額   

             31,973

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内         8,633  

１  年  超      10,155 

     計         18,788 
 

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内         7,143  

１  年  超       6,586 

     計         13,730 
 

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内        8,890 

１  年  超      10,423 

     計         19,313 
 

 
（有価証券関係） 

  当中間会計期末に係る｢有価証券｣(子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く)に関する注記に

ついては、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

なお、当中間会計期末（自 平成１６年１０月１日 至 平成１７年３月３１日）における子会社株

式及び関連会社株式で時価のあるものはありません｡ 

 


